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社ウェブサイト《http://www.ohizumi-mfg.jp》に掲載することに
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連結株主資本等変動計算書（2020年4月1日から2021年3月31日まで）

(ご参考) 前連結会計年度 (単位：千円)

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2019年4月1日残高 1,039,484 509,910 408,447 △73 1,957,768

連結会計年度中の変動額
新株の発行
(新株予約権の行使) 5,215 5,215 10,430

剰余金の配当 △66,938 △66,938

親会社株主に帰属
する当期純利益 220,940 220,940

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 5,215 5,215 154,001 － 164,432

2020年3月31日残高 1,044,699 515,125 562,449 △73 2,122,200

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

2019年4月1日残高 422,726 △207,245 215,480 27,053 2,200,302

連結会計年度中の変動額

新株の発行
(新株予約権の行使) 10,430

剰余金の配当 △66,938

親会社株主に帰属
する当期純利益 220,940

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） △155,231 △36,324 △191,556 5,462 △186,093

連結会計年度中の変動額合計 △155,231 △36,324 △191,556 5,462 △21,661

2020年3月31日残高 267,495 △243,570 23,924 32,516 2,178,641
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当連結会計年度 (単位：千円)

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2020年4月1日残高 1,044,699 515,125 562,449 △73 2,122,200

連結会計年度中の変動額

新株の発行
(新株予約権の行使) 1,345 1,345 2,691

剰余金の配当 △67,062 △67,062

親会社株主に帰属
する当期純利益 224,528 224,528

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 1,345 1,345 157,466 － 160,158

2021年3月31日残高 1,046,045 516,471 719,915 △73 2,282,359

その他の包括利益累計額
新株予約権 純資産合計為 替 換 算

調 整 勘 定
退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

2020年4月1日残高 267,495 △243,570 23,924 32,516 2,178,641

連結会計年度中の変動額

新株の発行
(新株予約権の行使) 2,691

剰余金の配当 △67,062

親会社株主に帰属
する当期純利益 224,528

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 236,658 142,047 378,706 △935 377,770

連結会計年度中の変動額合計 236,658 142,047 378,706 △935 537,928

2021年3月31日残高 504,153 △101,522 402,631 31,580 2,716,570
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連結注記表
1．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
(1) 連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況
・連結子会社の数 4社
・主要な連結子会社の名称 八甲田電子株式会社

センサ工業株式会社
東莞大泉傳感器有限公司
OHIZUMI MFG （THAILAND） CO., LTD.

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、東莞大泉傳感器有限公司の決算日は12月31日であります。連結計算書
類作成にあたっては、連結決算日で実施した仮決算に基づく数値を使用しております。

(3) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
その他有価証券
・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産
ａ製品、仕掛品 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
ｂ商品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
ｃ原材料 当社及び国内連結子会社は主として先入先出法によ

る原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定）によって評価しておりま
すが、在外連結子会社は主として移動平均法による原
価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）によって評価しております。

ｄ貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

ハ．デリバティブ 時価法
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を、また、在外連結
子会社は定額法を採用しております。ただし、当社及
び国内連結子会社は1998年4月1日以降に取得した
建物（建物附属設備を除く）、及び2016年4月1日以
後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償
却方法は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物　　　5～20年
機械装置及び運搬具　7～10年
工具、器具及び備品　2～5年

ロ．無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお
ける利用可能期間（5年）に基づいております。

ハ．リース資産
ａ所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一
の方法を採用しております。

ｂ所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。

④ その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．消費税等の会計処理 税抜方式を採用しております。
ロ．連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しております。
ハ．連結納税制度からグループ

通算制度への移行に係る税
効果会計の適用

当社及び国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改
正する法律」（令和２年法律第８号）において創設さ
れたグループ通算制度への移行及びグループ通算制
度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行わ
れた項目については、「連結納税制度からグループ通
算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取
扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第
３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2018年
２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産
及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定
に基づいております。
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ニ．退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるた
め、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職
給付債務から年金資産の額を控除した額を計上して
おります。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職
給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっておりま
す。
数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生
時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生
の翌連結会計年度から費用処理しております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用に
ついては、税効果を調整の上、純資産の部におけるそ
の他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額
に計上しております｡

2．表示方法の変更
（会計上の見積りの開示に関する会計基準）の適用）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年3月31日）を当
連結会計年度の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に重要な会計上の見積
りに関する注記を記載しております。

3．会計上の見積りに関する注記
（１）たな卸資産の評価損
①当連結会計年度の連結計算書類の記載した金額
たな卸資産の合計　　　2,390,651千円（総資産の23.6％）
たな卸資産評価損益　　 △28,929千円（△：損）
②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
たな卸資産は、原則として取得原価をもって連結貸借対照表価額とし、連結会計年度末にお
ける正味売却価額が取得原価よりも下落している場合には、当該正味売却価額をもって連結
貸借対照表価額としております。
また、一定の保有期間を超えるたな卸資産については、販売可能性や他用途での使用可能性
による分類を行った上で、当該分類ごとに規則的に帳簿価額を切り下げる方法を採用してお
ります。なお、処分見込のたな卸資産については、帳簿価額を当該処分見込額まで切り下げ
ております。
当社グループの主要製品である「サーミスタ（温度センサ用半導体セラミックス）」は、自
動車部品用および空調（エアコン）等の家電用を販売しております。自動車部品用サーミス
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タは、自動車メーカーの生産計画の影響を受けます。前連結会計年度以来のCOVID-19な
ど外的環境が著しく変化する場合には、自動車メーカーの生産調整を通じて当社グループの
受注にも影響します。
また、家電用サーミスタは、当社製品を使用した顧客の最終製品の仕向地における景気動向
や気候状況による影響が当社グループの受注に影響します。
このため、顧客の最終製品の需要動向が景気動向や気候条件など外的要因によって生産計画
が見直された場合、または、価格や品質を起因として受注獲得が出来なかった場合は、それ
が当社グループの受注へ影響し、計画通りの販売が実現できなくなる可能性があり、そのよ
うな状況に至った場合には、当社グループの製品等が長期滞留在庫となる、または、過剰在
庫となる可能性があります。また、価格競争の結果、販売価格が低下した場合には不採算製
品となる可能性があります。

（２）固定資産の減損
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
有形固定資産　　2,990,642千円
無形固定資産　　　136,448千円
②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループの資産グループは、事業種別（自動車部品、空調等）や生産拠点によって独立
したキャッシュ・フローを生成する最小単位を構成しております。なお、遊休資産その他の
資産がある場合には、個別にグルーピングを行っております。継続的な営業損益のマイナス
や市場価格の著しい下落等、減損の兆候が認められる資産グループについて、合理的な仮定
に基づいた将来キャッシュ・フローを見積り、当該資産グループの固定資産簿価と比較して
減損の認識を判定しております。
減損が認識された資産グループについては、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額
を当期の損失として減損損失の金額を測定します。回収可能額とは、資産または資産グルー
プの正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の金額として算定しております。
固定資産投資は、合理的な投資回収計画に基づいて決定しておりますが、市場全体の需要変
動や気候条件の変化、並びに価格競争力の低下などにより販売実績が計画を下回った場合に
は固定資産簿価を回収できなくなる可能性があります。
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4．追加情報
（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）
COVID-19の影響拡大や長期化による不確実性は依然として高い状況にあります。この不
確実性は当社グループだけでなく、国内外の経済、企業活動に広範囲に影響を与える可能性
がありますが、当連結会計年度において回復の兆しが感じられる状況となっており、翌連結
会計年度以降は更に回復基調に向かうものと仮定し、固定資産の減損や繰延税金資産の回収
可能性等にかかる会計上の見積りを行っております。
しかしながら、当該影響の不確実性に鑑み、引き続き今後の動向を注視してまいります。

5．連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産
建物及び構築物 331,424千円
土地 355,589千円
計 687,014千円

② 担保に係る債務
短期借入金 750,000千円
1年内返済予定の長期借入金 200,000千円
長期借入金 2,150,000千円
計 3,100,000千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 8,796,434千円

(3) 当座貸越契約（借手側）
当座貸越限度額の総額 3,100,000千円
借入実行残高 990,000千円
差引額 2,110,000千円

(4) 財務制限条項
(㈱大泉製作所)
(1) 取引銀行5行と財務制限条項付にてシンジケート方式によるタームローン契約を

2017年11月30日に締結いたしました。その主な内容は下記のとおりであります。
①各決算期末の連結貸借対照表の純資産総額から為替換算調整勘定を除いた額を前連

結会計年度の75％以上を維持すること。
②各決算期の連結損益の経常利益が2期連続で赤字とならないこと。

借入実行残高 2,350,000千円
(2) 取引銀行5行と財務制限条項付にてシンジケート方式による短期コミットメントライ

ン契約を2017年11月30日に締結いたしました。その主な内容は下記のとおりであ
ります。

①各決算期末の連結貸借対照表の純資産総額から為替換算調整勘定を除いた額を前連
結会計年度の75％以上を維持すること。

②各決算期の連結損益の経常利益が2期連続で赤字とならないこと。
借入実行残高 750,000千円
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6．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

発行済株式

普通株式 8,382千株 4千株 －千株 8,386千株

合計 8,382千株 4千株 －千株 8,386千株

自己株式

普通株式 0千株 －千株 －千株 0千株

合計 0千株 －千株 －千株 0千株

※  発行済み株式数の増加は、新株予約権の行使による新株発行によるものであります。

(2) 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の
目的となる株式の種類及び数

普通株式 135千株

(3) 配当に関する事項
①当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
2020年６月29日開催の第106回定時株主総会において次のとおり付議しております。

・株式の種類 普通株式
・配当金の総額 67百万円
・配当の原資 利益剰余金
・１株あたりの配当額 8円
・基準日 2020年３月31日
・効力発生日 2020年６月30日

②当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
2021年６月29日開催の第107回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・株式の種類 普通株式
・配当金の総額 67百万円
・配当の原資 利益剰余金
・１株あたりの配当額 8円
・基準日 2021年３月31日
・効力発生日 2021年６月30日
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7．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項
当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入
により資金を調達しております。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図って
おります。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時
価を把握することとしております。
借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、金融機関から
の借入により調達しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
2021年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の
とおりであります。

連結貸借対照表計上額（＊） 時価（＊） 差額

(イ)現金及び預金 1,703,738 千円 1,703,738 千円 － 千円

(ロ)受取手形及び売掛金 2,460,404

貸倒引当金 △8,000

2,452,404 2,452,404 －

(ハ)支払手形及び買掛金 (716,917) (716,917) －

(ニ)電子記録債務 (571,339) (571,339) －

(ホ)短期借入金 (1,231,346) (1,231,346) －

(ヘ)未払金 (363,337) (363,337) －

(ト)未払法人税等 (105,124) (105,124) －

(チ)長期借入金（1年内返済予定を含む） (2,873,675) (2,874,366) (691)

(リ)リース債務（1年内返済予定を含む） (601,328) (601,770) (442)

（＊） 負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（注）1．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

(イ) 現金及び預金、並びに(ロ) 受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、帳簿価額
によっております。なお、売掛金については、信用リスクを個別に把握することが困
難なため、貸倒引当金を信用リスクとみなし、それを控除したものを帳簿価額とみな
しております。

(ハ) 支払手形及び買掛金、(ニ) 電子記録債務、(ホ) 短期借入金、並びに
(ヘ) 未払金、(ト) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、帳簿価額
によっております。

(チ) 長期借入金(1年内返済予定を含む）
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定され
る利率で割り引いて算定する方法によっております。但し、変動金利による長期借入
金については、金利が一定期間毎に更改される条件となっているため、時価は帳簿価
額にほぼ等しいといえることから、当該帳簿価額によっております。
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(リ) リース債務（1年内返済予定を含む）
リース債務の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入またはリース取引を行った
場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（注）2．非上場株式（連結貸借対照表計上額150千円）は市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロ
ーを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、含めており
ません。

8．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与及び退職給付に係る債務等であり、25,390千円を
計上しております。

9．1株当たり情報に関する注記
(1) 1株当たり純資産額 320円15銭

(2) 1株当たり当期純利益 26円78銭

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書（2020年4月1日から2021年3月31日まで）

(ご参考) 前期 (単位：千円)
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 資本剰余金

合 計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合 計買 換 資 産

圧縮積立金
繰越利益
剰 余 金

2019年4月1日残高 1,039,484 509,910 509,910 45,600 3,009 488,508 537,118 △73 2,086,439

事業年度中の変動額
新株の発行（新株予約権の
行使） 5,215 5,215 5,215 10,430

剰余金の配当 △66,938 △66,938 △66,938

当期純利益 34,592 34,592 34,592
買換資産圧縮積
立金の取崩 △150 150 0 0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 5,215 5,215 5,215 0 △150 △32,195 △32,346 0 △21,915

2020年3月31日残高 1,044,699 515,125 515,125 45,600 2,859 456,312 504,772 △73 2,064,523

新株予約権 純資産合計

2019年4月1日残高 27,053 2,113,492

事業年度中の変動額
新株の発行（新株予約権の
行使） 10,430

剰余金の配当 △66,938

当期純利益 34,592

買換資産圧縮積立金の取崩 0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 5,462 5,462

事業年度中の変動額合計 5,462 △16,452

2020年3月31日残高 32,516 2,097,039
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当期 (単位：千円)
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 資本剰余金

合 計 利益準備金
その他利益剰余金 利益剰余金

合 計買 換 資 産
圧縮積立金

繰越利益
剰 余 金

2020年4月1日残高 1,044,699 515,125 515,125 45,600 2,859 456,312 504,772 △73 2,064,523

事業年度中の変動額

新株の発行（新株
予約権の行使） 1,345 1,345 1,345 2,691

剰余金の配当 △67,062 △67,062 △67,062

当期純利益 204,452 204,452 204,452

買換資産圧縮積立金の取崩 △142 142 0 0
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 1,345 1,345 1,345 0 △142 137,533 137,390 0 140,081

2021年3月31日残高 1,046,045 516,471 516,471 45,600 2,716 593,845 642,162 △73 2,204,605

新株予約権 純資産合計

2020年4月1日残高 32,516 2,097,039

事業年度中の変動額
新株の発行（新株
予約権の行使） △935 1,756

剰余金の配当 △67,062

当期純利益 204,452

買換資産圧縮積立金の取崩 0
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 △935 139,146

2021年3月31日残高 31,580 2,236,185
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個別注記表
1．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
イ．子会社株式 移動平均法による原価法
ロ．その他有価証券

ａ時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部
純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

ｂ時価のないもの 移動平均法による原価法
② たな卸資産

イ．製品、仕掛品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法により算定）

ロ．商品、原材料 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

ハ．貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年4月1日以降に取得した建物
（建物附属設備を除く）、及び2016年4月1日以後に
取得した建物附属設備及び構築物については定額
法）
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　　13～15年
機械装置及び運搬具　7年
工具、器具及び備品　2～5年

② 無形固定資産
ソフトウェア（自社利用）の減価償却方法は、社内に
おける利用可能期間（5年）に基づく定額法によって
おります。

③ リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一
の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース
資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と
する定額法を採用しております。
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(3) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。

② 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ
る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上
しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事
業年度末までの期間に帰属させる方法については、給
付算定式基準によっております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定
額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度
から費用処理しております。

(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
① 消費税等の会計処理 税抜方式を採用しております。

② 連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しております。
③ 連結納税制度からグループ通
　 算制度への移行に係る税効果
　 会計の適用

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和
２年法律第８号）において創設されたグループ通算制
度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせ
て単体納税制度の見直しが行われた項目について
は、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に
係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報
告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いによ
り、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第28号　2018年２月16日）第44項
の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の
額について、改正前の税法の規定に基づいておりま
す。

2．表示方法の変更

（会計上の見積りの開示に関する会計基準）の適用）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年3月31日）を当
事業年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注
記を記載しております。
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3．会計上の見積りに関する注記
（１）たな卸資産の評価損
①当事業年度の計算書類に計上した金額
たな卸資産の合計　　　568,301千円（総資産の6.6％）
たな卸資産評価損益　　　8,334千円（△：損）
②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
「連結計算書類の連結注記表 3．会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載してお
りますので、記載を省略しております。

（２）固定資産の減損
①当事業年度の計算書類の計上した金額
有形固定資産　　853,778千円
無形固定資産　　126,014千円
②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
「連結計算書類の連結注記表 3．会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載してお
りますので、記載を省略しております。

4．追加情報
（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）
「連結計算書類の連結注記表 4．追加情報」に同一の内容を記載しておりますので、記載を
省略しております。

5．貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産
建物 136,439千円
土地 171,931千円
計 308,371千円
② 担保に係る債務
短期借入金 750,000千円
1年内返済予定の長期借入金 200,000千円
長期借入金 2,150,000千円
計 3,100,000千円
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(2) 有形固定資産の減価償却累計額 2,378,602千円

(3) 保証債務
以下の関係会社の金融機関からの借入及びリース債務に対し債務保証を行っております。
八甲田電子㈱ 661千円
OHIZUMI MFG 290,419千円
（THAILAND）CO., LTD. (THB82,039千)
計 291,080千円

(4) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。（区分したものを除く）
① 金銭債権 7,157千円

② 金銭債務 1,289,674千円

(5) 当座貸越契約（借手側）
当座貸越限度額の総額 3,100,000千円
借入実行残高 990,000千円
差引額 2,110,000千円

(6) 財務制限条項
(1) 取引銀行5行と財務制限条項付にてシンジケート方式によるタームローン契約を

2017年11月30日に締結いたしました。その主な内容は下記のとおりであります。
①各決算期末の連結貸借対照表の純資産総額から為替換算調整勘定を除いた額を前事

業年度の75％以上を維持すること。
②各決算期の連結損益の経常利益が2期連続で赤字とならないこと。

借入実行残高 2,350,000千円
(2) 取引銀行5行と財務制限条項付にてシンジケート方式による短期コミットメントライ

ン契約を2017年11月30日に締結いたしました。その主な内容は下記のとおりであ
ります。

①各決算期末の連結貸借対照表の純資産総額から為替換算調整勘定を除いた額を前事
業年度の75％以上を維持すること。

②各決算期の連結損益の経常利益が2期連続で赤字とならないこと。
借入実行残高 750,000千円

6．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高
売上高 22,859千円
材料供給高 2,935,812千円
仕入高他 6,802,447千円
販売費及び一般管理費 173,893千円

営業取引以外の取引高 2,039千円
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7．株主資本等変動計算書に関する注記
当該事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 178株

8．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与及び退職給付に係る負債等であり、20,711千円を
計上しております。
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9．関連当事者との取引に関する注記
　当社の子会社及び関連会社等

種類 会社等の
名称

資本金
又は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社 センサ工
業㈱ 70,000 電子部品の

製造販売
所　　  有
直接100％

当社製品の
仕 入 、 販
売、役員の
兼務、資金
の貸付

材料供給高 1,636,478 関係会社
未収入金 751,735

受入出向料 97,558
仕入高 4,452,290 買掛金 618,204

受取利息 －
関係会社
長期貸付金 832,690資金の回収 170,680

資金の貸付 100,000
出向料 29,946 未払金 3,759

－ － 関係会社
短期債権 58,304

－ － 営業外
支払手形 58,304

子会社 八甲田電
子㈱ 10,000 電子部品の

製造販売
所　　  有
直接100％

当社製品の
仕 入 、 販
売、役員の
兼務
資金の貸付

材料供給高 309,798
関係会社
未収入金 103,096受取賃貸料 2,039

受入出向料 26,250
仕入高 914,778 買掛金 107,138

受取利息 －
関係会社
長期貸付金 63,757資金の回収 113,616

資金の貸付 －
出向料 14,902 未払金 2,462

－ － 関係会社
短期債権 2,365

－ － 営業外
支払手形 2,365

保証債務 661 － －

子会社
東莞大泉
傳感器有
限公司

15,083
千米ドル

電子部品の
製造販売

所　　  有
直接100％

当社製品の
仕 入 、 販
売、役員の
兼務

材料供給高 777,364 関係会社
未収入金 195,604

受入出向料 30,694
仕入高 1,268,515 買掛金 406,362
出向料 92 － －

子会社

OHIZUMI 
M F G  
（THAILA
ND） CO., 
LTD.

297,360
千バーツ

電子部品の
製造販売

所　　  有
直接100％

間接
0.00％

当社製品の
仕入、販売
役員の兼務

売上高 22,859 売掛金 7,157
材料供給高 212,171 関係会社

未収入金 89,329
受入出向料 7,339
仕入高 65,473 買掛金 17,109

－ － 未払金 33
保証債務 290,419 保証料 2,436

（注）1．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれ
ております。

2．取引条件及び取引条件の決定の方針等
市場動向を勘案し、協議の上、取引条件を決定しております。貸貸付金利につきましては、市
場動向を勘案して無利子としております。

3．八甲田電子㈱及びOHIZUMI MFG（THAILAND）CO., LTD.のリース債務、並びに、
OHIZUMI MFG（THAILAND）CO., LTD.の借入債務に対して当社が保証をしております。
なお、借入債務に関する保証料は受領しております。
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10．1株当たり情報に関する注記
(1) 1株当たり純資産額 262円87銭

(2) 1株当たり当期純利益 24円39銭

11．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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